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研究要旨 

 HIVの早期診断には、より丁寧でかつ効果的な検査手法を組み合わせた質の高い検査の拡大と、各
地域の実情にあった検査体制の構築が求められる。 
 COVID-19流行拡大に伴い、自治体モデル構築のために検討していた、自治体・保健所と連携した
対面でのHIV検査会等の実施が困難となった。さらに、COVID-19対応のため保健所での HIV検査
が休止や縮小になり、大幅に検査件数が減少し、新規報告数の減少が懸念された。 
 COVID-19 流行下の HIV 検査については、保健所検査の状況・実態把握、ハイリスク層の受検状
況の把握を行い、90-90-90（95-95-95）達成に向けた新たな検査戦略が求められる。 
 そこで、HIVのハイリスク層であるMSMを対象に非接触の郵送検査を、先行事例を参考に計画し
た。実施にあたっては、昨年度構築した専用のWebサイトで検査実施方法の解説、検査申込み、HIV
の情報提供、アンケート調査、相談・サポート等の必要な事柄に対応した 
 昨年度は、パイロット研究として、交通事情や保健所での検査実施状況、匿名性の確保が難しい北

陸において実施したが、今年度、昨年度実施できなかった北東北（青森県、秋田県、岩手県）でも実

施した。検査キット申込数は 40 日余りで 108件、検体返送数は 78 件、陽性判定は 0 件だった。ま
た、検査サイトを通じて検査申込み前と検査実施後にアンケート調査を行った。 
本研究では、受検前後の不安や心配に対して、支援団体によるメール等による相談ができ、要確

認検査となった場合は、確認検査や相談が受けられるよう、地域のエイズ治療拠点病院につながる

体制をつくった。また、MSM対象のHIVに特化したコミュニティセンターが存在しない地域にお
いて、本検査を周知するために SNSや出会い系アプリのみではなく、広報フライヤーや検査キット
配布等を、地元のゲイバーや LGBT団体等・地域の出会い系掲示板の運営者などに協力してもらう
ことで検査の認知が広がったといえる。これは、郵送検査実施の広報活動の新たなルートづくりに

つながるとともに、ハイリスク層やコミュニティーから、検査の信頼性を得ることができたものと

考える。 
 今後は、今回の実証研究の分析・評価を行い、課題を検討し、各地域において、COVID-19流行下
のような社会環境の変化にも対応できる効果的な検査モデルの構築を進めていく予定である。また、

COVID-19対応のため、本研究に参加できなかった保健所との連携もはかっていく。  
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Ａ．研究目的 
 HIV 感染症の早期治療によって、エイズ発症
や長期合併症を防ぐことで患者の予後を改善す

ることだけでなく、二次感染の予防にもつながる

ことが示されたことで、これまで以上に早期診断

が求められるようになってきた。しかし、我が国

における診断の遅れは、今も深刻な状況が続いて

おり、新規 HIV感染者の約 3割がエイズ発症を
きっかけに診断されているのが現状である。この

ことから新たな検査戦略の構築が、我が国の

HIV/AIDS対策の喫緊の課題となっている。 
 早期診断には、より丁寧でかつ効果的な検査手

法を組み合わせた質の高い検査の拡大と、各地域

の実情にあった検査体制の構築が求められる。 
 今年度もCOVID-19流行拡大に伴い、COVID-
19 対応のため保健所での HIV 検査が休止や縮
小になり、大幅に検査件数が減少し、新規報告数

の減少が懸念された。 
 COVID-19流行下のHIV検査については、保
健所検査の状況・実態把握、ハイリスク層の受検

状況の把握を行い、90-90-90（95-95-95）達成に
向けた新たな検査戦略が求められる。 
 そこで、HIV のハイリスク層である MSM を
対象の非接触の郵送検査を、先行事例を参考に計

画した専用のWebサイトで、検査実施方法の解
説、検査申込み、HIVの情報提供、アンケート調
査、相談・サポート等の必要な事柄に対応した専

用のWebサイトを利用した。 
昨年度は、北陸で実施したが、別の研究班が行

う仙台のコミュニティセンターを利用した郵送

検査と地域的に重複しないと想定される北東北

（青森県、岩手県、秋田県）において、検証を行

うこととした 
  
Ｂ．研究方法 
 本研究では、MSM の HIV 予防啓発や陽性者
支援を行っている支援団体と協働で郵送検査の

実施・普及を目的とし、昨年度の検査時に構築し

たWebサイトを利用し、対象地域のMSMおよ
びトランスジェンダーに対して郵送検査での

HIV 検査を無料匿名で実施する。検査受検前後
の相談支援については、支援団体に協力を求め、

陽性判定者に対しては、地域のエイズ治療拠点病

院を紹介することとした。 
<対象> 
 (1) 18歳以上のMSM又はトランスジェンダー 

(2) 青森県、秋田県、岩手県に居住する者 
(3) 研究説明同意文書を読み、研究参加の意
思を示した者 

<実施方法> 
(1)HIV郵送検査に関するWebサイトを活用 
 ・郵送検査の方法 
 ・HIVと HIV検査に関する動画 
・受検者に対する適格性の確認と同意取得 
・検査キットの申込 

(2)ゲイコミュニティー等への郵送検査の広報 
(3)検査申込み前、検査Webサイト上での事前
アンケート調査の実施 

(4)検査キットの配布、検査の実施、結果の通知 
(5)メール等での相談・サポート 
(6)要確認検査者のサポート 
(7)検査結果通知後、検査Webサイト上でのフ
ィードバック調査の実施 

 (8)調査分析・今後の課題の検討 
  
  また、事前に、3 県の HIV/エイズ治療実績
のあるエイズ治療拠点病院 6 機関の担当医に
実施内容の説明と、陽性判定者への確認検査の

実施を依頼した。それから、各県と中核市保健

所には、実施についての事前連絡と実施後に報

告を行うことを連絡した。 
  

（倫理面への配慮） 
本研究においては、外部審査機関において必要

な倫理審査を行い、承認を受けている。 
 
Ｃ．研究結果 

(1)HIV郵送検査に関するWebサイト 
〇検査キット申込期間 

  2021年 12月 1日～2022年１月 11日 

 〇閲覧回数：245,151回（北陸分も含む） 
   ユーザー数 青森県 169 
         秋田県 138 
         岩手県 128 

google analyticsを利用 
  
〇Webサイト掲載内容 
1) 研究概要（対象者、研究期間、研究組織） 
2) HIV郵送検査の流れ 

検査キットの受け取りは、自宅・郵便

局留め、地元のバーでも可能とした。 
解説動画も掲載 

3) HIVおよびHIV検査に関する基礎知識 
研究代表者（医師）による各 1 分 30
秒程度の分野別解説動画 
 ・HIVとエイズは違うの？ 
 ・よくある症状は？ 
 ・定期的な検査が大切 
 ・現在のHIV薬は進化  
 ・早期治療は相手の感染させない 
 ・費用負担の助成制度がある 
 ・HIVと判明した後の生活って？ 
  （陽性者へのインタビュー） 

4) 検査受検の適合性の確認 
 セクシャリティー、年齢、居住地域の

3点を確認する。 
5) 研究説明同意文書への同意 

 適合性を確認した者に対して、画面上

に同意説明文を掲示し、同意のチェック

ボックスにチェックを入れてもらう。 
6) 要確認検査となった場合の流れ 
7) 相談対応先 
   支援団体の相談先を掲載 
8) 事前アンケート 

同意を得た者に対する検査キット申

込み前のアンケート 
9) フィードバック（事後）アンケート 

     検査結果通知時に行う、本郵送検査に

かかるフィードバックアンケート 
 

(2)ゲイコミュニティーへの広報、協力体制の
構築 
出会い系アプリ等に検査Webサイトの紹介
と郵送検査が無料匿名で受検できることのバ

ナー広告を掲載した。さらに、協力が得られた

地域のゲイバーや LGBT 団体等で、フライヤ
ーの設置や配布を行った。店舗での検査キット

の受取を了解したところが、青森県 1 軒岩手
県 1軒だった。 
また、以下からの広報協力を得た。 

   Web：LGBT向けネットニュースサイト 
MSM向け出会い系サイト 

 
(3)事前調査の実施 
同意を得た者に対して、検査申し込み前に、

属性と HIV、HIV検査・受検経験および郵送
検査に関するアンケート調査を実施し、郵送検

査事業者の専用 URLを案内した。 
回答者：139名 
〇年齢： 20-29歳 49名（35.3%） 
     30-39歳 48名（34.5%） 
     40-49歳 26名（18.7%） 
     50歳以上 29名（11.5%） 
〇居住地：青森県  49名 (35.3%) 
     秋田県    35名（25.2%） 
     岩手県  48名 (34.5%) 
          その他   7名 ( 5.0%)v 
〇セクシャリティー 
  ゲイ       90名（56.4%） 
  バイセクシャル  40名（28.8%） 
〇HIV検査受検経験 
  ある  75名（56.4%） 
  なし    58名（43.6%） 
〇チェック 72の情報入手先 
  MSM向け出会い系サイト 115（86.5%） 
 
(4)検査キットの配布、検査実施、結果の通知 
郵送検査Web サイトから、郵送検査事業者
の郵送検査受検希望者用Webサイトの専用の
ページにリンクさせ、希望者を誘導した。同サ
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イトから検査を申し込んだ者に対して、事業者

から検査キットが送付された。 
キットの送付は郵便局留めにすることも、地

元のバー等での受け取りもできた。 
受検者はキットに同梱された説明書や Web
サイトの動画に従い、自らランセットを用いて

指先から少量の血液を採り返送した。結果通知

は、事業者のWebサイトの本研究受検者専用
のページで行った。 
結果が陰性であった場合は、その旨と不安な

どに対応する相談窓口の案内、フィードバック

調査への協力依頼を表示した。 
陽性であった場合は、郵送検査事業者からの

結果通知に、医療機関を紹介するための支援団

体の相談アクセス先を記載した。 
〇検査キット申込数 108件 
  青森県 35件 
  秋田県 24件 
  岩手県 40件 
  その他  ９件  

(東京 3、新潟 2  
北海道、宮城、埼玉、千葉 各 1) 

○検査キット送付先 
自宅         94件 
郵便局留め   13件 
バー/団体経由   1件 

〇検体返送数    78件（72.2%） 
〇判定結果 陰性 77件 
     判定不能（血液量不足）1件 

  
 (5)相談 
受検者の不安や心配に対応するために、支援

団体によるメール等で相談できる相談先を

Webサイト、配布フライヤーに提示した。 
 

(6)陽性判定者へのサポート 
陽性判定者に対して、求めに応じて確認検査

や相談が受けられるように、地域のエイズ治療

拠点病院の協力を得ることとした。 
陽性判定者には、支援団体の相談先にアクセ

スしてもらい、医療機関を紹介する。そして、

医療機関への紹介状は研究班代表者名とし、医

療機関を紹介した場合は、研究班から医療機関

へ本人から予約が入る旨の連絡を行うことと

した。ただし、陽性判定者が相談先にアクセス

してくることが必要となる。 
 

(7)フィードバックアンケート調査の実施 
受検者に対して、今回の郵送検査実施につい

て評価するためのフィードバック調査を、検査

Web サイト上で実施した。受検者には、検査
キットと結果通知時にフィードバック調査の

URLを告知し、匿名でフィードバックアンケ
ートに回答してもらった。(n-42)。調査協力者
には、500円のギフト券を贈った。 
回答者：42名 
〇HIV検査受検経験 

   ある  25名（59.5%） 
   なし    17名（40.5%） 
〇これまでのHIV検査受検場所（複数回答） 
  保健所    27名 
  郵送検査    9名 
  病院・診療所  3名 

 
 (8)調査分析・今後の課題の検討 
フィードバックアンケート調査、事前アンケ

ート調査の分析、検査Webサイトと郵送検査
に関する評価及び陽性判定者へのフォロー方

法等、郵送検査実施にかかる課題について、引

き続き対応していく。 
 
Ｄ．考察 
 HIVのハイリスク層であるMSMの HIV検
査率、診断率を上げ、陽性者が治療につながる

ことで新規 HIV感染者の減少に結びつくことが
期待できる。しかし、北東北 3県の保健所での
HIV検査数を第二四半期で比較すると、2019
年は 405件であったが、COVID-19流行下の
2020年には 168件と大幅に減少（前年比
58.5%減）し 2021年には 121件とさらに減少

(前々年比 70.1%減)した。これは、各保健所の
COVID-19対応が長引くことで、検査の休止ま
た縮小が続いたことによるものと考えられる。 
本研究による検査キット申込数は、申込期間

40日余で 108件であった。地域での検査広報
の展開や、検査場所が少なく、交通アクセスの

問題、知り合いに会う可能性等の対面検査の問

題点が解消されたこと、COVID-19により人の
活動が制限されたが、その影響を受けない検査

手法だったことも考えられる。 
また、アンケート調査から、これまで未受検

だった者の割合が 40%を超えていることから、
郵送検査が検査受検のハードルを下げるものに

なっていると考えられた。郵送検査は、いつで

もどこでも受けられる簡便性があり、非対面の

ため匿名性が確保できる。しかし、従来の郵送

検査では、陽性判定が出た場合、確認検査が必

要であり、検査や結果に対する相談やサポート

のために保健所や医療機関につなぐ必要があ

る。しかし、十分な事後対応が行われていると

は言えない状況がある。  
 本研究では、受検前後の不安や心配に対し

て、支援団体によるメール等による相談がで

き、陽性判定となった場合は、確認検査や相談

が受けられるよう、地域のエイズ治療拠点病院

につなげる体制をつくった。 
また、MSM対象のHIVに特化したコミュニ

ティセンターが存在しない地域において本検査

を周知するために、SNSや出会い系アプリのみ
ではなく、広報フライヤーや検査キット配布等

を、地元の店舗や LGBT団体等・地域の出会い
系掲示板の運営者などに協力してもらうことで

検査の認知が広がったといえる。これは、郵送

検査実施の広報活動の新たなルートづくりにつ

ながるとともに、ハイリスク層やコミュニティ

ーから、本検査の信頼性を得ることができたも

のと考える。 
今後は、検査キット申込数と検体返送数の差、

陽性判定者が出た時の確実なフォロー方法等に

ついて、十分に検証し、より効果的な実施方法を

検討していく必要がある。 
そして、他の地域においても、この COVID-19

流行下のような社会環境の変化にも対応できる

効果的な検査モデルの構築を進めていく。さらに、

COVID-19 対応のため、本研究に参加できなか
った保健所との連携も図っていく。 
 
Ｅ．結論 
 HIV感染のハイリスク層であるMSMの HIV
検査受検をさらに進めるためには、既存の保健所

検査やコミュニティセンターを利用した郵送検

査などとともに、コミュニティセンターが不在の

地域においても、利便性や十分にサポートできる

体制を構築することが必要である。そして、郵送

検査を含めた複数の検査手法の中から、各地域の

特徴やマンパワーを考慮して、その地域に適した

検査を選択できるように、受検勧奨モデルを構築

してくことが重要であると考える。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  特になし 
 
Ｇ．研究発表 
  1.学会発表 
   １）今村顕史、生島嗣 岩橋恒太、本間隆

之、渡邉珠代、彼谷裕康、鄭瑞雄、堅多敦

子 郵送HIV検査実施のための webサイ
トの開発と北陸における実証研究 日本エ

イズ学会 2021年, 東京 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

   なし 
  
（参考文献） 
 厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研

究事業「MSMに対する有効な HIV検査提供
とハイリスク層への介入方法の開発に関する

研究」平成 31年度研究報告書：研究代表者 

金子典代（名古屋市立大学） 
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効果的な検査モデルの構築を進めていく。さらに、
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    令和 3年 11月吉日 
病院 

       先生 
 

厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業 
「HIV検査体制の改善と効果的な受検勧奨のための研究」 

研究代表者： 都立駒込病院感染症部長 今村顕史 
 

 
2021年度北陸、北東北で実施する HIV郵送検査において、 
陽性判定の受検者の貴院への紹介について（ご協力のお願い） 

 
 時下、ますます、ご清祥のこととお慶び申し上げます。 
 本研究班では、COVID-19 の流行により、各地の保健所での HIV 検査が大幅に減少したことに
伴い、HIV感染のハイリスク層であるMSMを対象に、昨年度、完全非接触でのHIV郵送検査を、
先行事例も参考に、交通事情や保健所での検査状況、匿名性確保を考慮し、北陸 3県（石川県、富
山県、福井県）で実施しました。 
 今年度は、北陸に加え、北東北 3 県（青森県、秋田県、岩手県）での実施を予定しております。 
 本研究の具体的な流れは、本研究班作成の郵送検査専用のWEBサイト https://check72.jp/（検
査方法の説明、HIV情報提供、アンケート調査、相談・サポート情報を含む）から、検査キットの
申し込みを行い、委託した事業者（株式会社アルバコーポレーション）から送付、受検者が採血し
た血液ろ紙を返送し、検査結果は、専用WEBサイトで受検者のみが確認できる体制をとっており
ます。なお、検査キットの製造・管理及び検査は、事業者が行います。（別紙参照） 
 また、本検査で陽性となった受検者には、HIV感染者の支援団体である特定非営利活動法人ぷれ
いす東京が、確認検査を受けることができる医療機関の紹介、その他相談を行うこととしておりま
す。 
 本検査はMSMを対象としているため事前確率が高く、その陽性者が確認検査でも陽性となる割
合は高いと想定されます。そのため、陽性判定となった受検者が速やかに確認検査を受け、より確
実に医療に結びつけることができるよう、下記の内容で、貴院を紹介先としてあげさせていただき
たく存じます。 
 本研究の趣旨をご理解いただき、ご協力賜りますよう、何卒、お願い申し上げます。 
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    令和 3年 11月吉日 
病院 

       先生 
 

厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業 
「HIV検査体制の改善と効果的な受検勧奨のための研究」 

研究代表者： 都立駒込病院感染症部長 今村顕史 
 

 
2021年度北陸、北東北で実施する HIV郵送検査において、 
陽性判定の受検者の貴院への紹介について（ご協力のお願い） 

 
 時下、ますます、ご清祥のこととお慶び申し上げます。 
 本研究班では、COVID-19 の流行により、各地の保健所での HIV 検査が大幅に減少したことに
伴い、HIV感染のハイリスク層であるMSMを対象に、昨年度、完全非接触でのHIV郵送検査を、
先行事例も参考に、交通事情や保健所での検査状況、匿名性確保を考慮し、北陸 3県（石川県、富
山県、福井県）で実施しました。 
 今年度は、北陸に加え、北東北 3 県（青森県、秋田県、岩手県）での実施を予定しております。 
 本研究の具体的な流れは、本研究班作成の郵送検査専用のWEBサイト https://check72.jp/（検
査方法の説明、HIV情報提供、アンケート調査、相談・サポート情報を含む）から、検査キットの
申し込みを行い、委託した事業者（株式会社アルバコーポレーション）から送付、受検者が採血し
た血液ろ紙を返送し、検査結果は、専用WEBサイトで受検者のみが確認できる体制をとっており
ます。なお、検査キットの製造・管理及び検査は、事業者が行います。（別紙参照） 
 また、本検査で陽性となった受検者には、HIV感染者の支援団体である特定非営利活動法人ぷれ
いす東京が、確認検査を受けることができる医療機関の紹介、その他相談を行うこととしておりま
す。 
 本検査はMSMを対象としているため事前確率が高く、その陽性者が確認検査でも陽性となる割
合は高いと想定されます。そのため、陽性判定となった受検者が速やかに確認検査を受け、より確
実に医療に結びつけることができるよう、下記の内容で、貴院を紹介先としてあげさせていただき
たく存じます。 
 本研究の趣旨をご理解いただき、ご協力賜りますよう、何卒、お願い申し上げます。 

 
 
 
 
 
 

記 

１ 研究名 
   厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業 
   「HIV検査体制の改善と効果的な受検勧奨のための研究」 
 
２．協力依頼内容 
  （１）貴院を HIV郵送検査が陽性判定となった方の確認検査の紹介先の一つとさせていただきます

よう、お願いいたします。 
     受診予約は受検者が行いますが、その前に、研究班担当者から予約が入る旨、 

「拠点病院診療案内」記載の部署に受検者の ID番号でご連絡いたします。 
  （２）受検者が貴院に来所時に、依頼状と受診連絡票（別紙参照）を持参いたします。受診連絡票

に（特記事項に確認検査の結果も）ご記入の上、下記連絡先まで、FAX、メールまたは電話
でお知らせいただきますよう、お願いいたします。 

 
 

 
    
 
 
３．協力期間 
   令和 3年 12月 1日から令和 4年 1月 11日まで、検査キットの申し込みを受け付け、 
  検体の返送期限は 1月 31日までとしております。そのため、令和 4年 2月末ごろまで、貴院に受
検者を紹介する可能性がございます。それ以降は、必要に応じて改めてご依頼申し上げます。 

   検査キットの配布予定数は、北陸、北東北とも 250キットで、その内陽性判定が出るのは、多く
て各 2～3件程度と想定しています。 

   なお、本研究のデータ等、結果がまとまりましたら、後日、ご報告いたします。 
 
４．その他 
 （１）受検者には、COVID-19の流行状況を考慮し、必ず貴院のＷＥＢサイトを確認し、 
   電話等での連絡後に受診するよう注意喚起をいたします。 
 （２）本研究結果につきましては、当研究班の報告書、学会、学術論文等での公表を予定しておりま

す。なお、受検者が特定できる形での公表はいたしません。 
 
 
 
 
 
 
 

株式会社アルバコーポレーション 受検者サポート 
℡：06-6228-8140、Fax：06－6228－8141 
Email：info@std-lab.jp 

本研究に関する問合わせ 
研究代表者：東京都立駒込病院感染症科 今村顕史 
担当：堅多（カタダ） 
Email：katadaa@cick.jp 
お急ぎの場合：携帯番号記載 
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    令和 3年 11月吉日 
各県・保健所政令市 
エイズ対策ご担当者様 

 
厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業 

「HIV検査体制の改善と効果的な受検勧奨のための研究」 
研究代表者： 都立駒込病院感染症部長 今村顕史 

 
 

2021年度北陸、北東北で実施する HIV郵送検査につきまして（ご連絡） 
 
 時下、ますます、ご清祥のこととお慶び申し上げます。 
 本研究班では、COVID-19 の流行により、各地の保健所での HIV 検査が大幅に減少したことに
伴い、HIV感染のハイリスク層であるMSMを対象に、昨年度、完全非接触でのHIV郵送検査を、
先行事例も参考に、交通事情や保健所での検査状況、匿名性確保を考慮し、北陸 3県（石川県、富
山県、福井県）で実施しました。今年度は、北陸に加え、北東北 3 県（青森県、秋田県、岩手県）
での実施を予定しております。 
 つきましては、日々、エイズ対策に関わられている各県及び保健所政令市のご担当者さまに、本
件の実施について、ご連絡をさせていただきました。 
本研究の具体的な流れは、本研究班作成の郵送検査専用のWEBサイトから、検査キットの申し

込みを行い、委託した事業者（株式会社アルバコーポレーション）から送付、受検者が採血した血
液ろ紙を返送し、検査結果は、専用WEBサイトで受検者のみが確認できる体制をとっております。
（別紙参照）本検査で陽性となった受検者には、確認検査を受けることができる医療機関を紹介し、
その後の治療につなげることとしています。そのため、皆様にご負担をおかけすることはございま
せん。 
 検査キットの申込受付は令和 3年 12月 1日から令和 4年 1月 11日まで、検体の返送期限は 1月 31
日までで、配布予定数は、北陸、北東北とも 250キットです。その内陽性判定が出るのは、多くて各 2
～3件程度と想定しています。（昨年度は 0件） 
 なお、本研究のデータ等、結果がまとまりましたら、後日、ご報告をさせていただきます。 
 本研究の趣旨をご理解いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 
 
 
 
 

本研究に関する問い合わせ先 
研究代表者：東京都立駒込病院感染症科 今村顕史 
担当：堅多（カタダ） 

Email：katadaa@cick.jp 
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    令和 3年 11月吉日 
各県・保健所政令市 
エイズ対策ご担当者様 

 
厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業 

「HIV検査体制の改善と効果的な受検勧奨のための研究」 
研究代表者： 都立駒込病院感染症部長 今村顕史 

 
 

2021年度北陸、北東北で実施する HIV郵送検査につきまして（ご連絡） 
 
 時下、ますます、ご清祥のこととお慶び申し上げます。 
 本研究班では、COVID-19 の流行により、各地の保健所での HIV 検査が大幅に減少したことに
伴い、HIV感染のハイリスク層であるMSMを対象に、昨年度、完全非接触でのHIV郵送検査を、
先行事例も参考に、交通事情や保健所での検査状況、匿名性確保を考慮し、北陸 3県（石川県、富
山県、福井県）で実施しました。今年度は、北陸に加え、北東北 3 県（青森県、秋田県、岩手県）
での実施を予定しております。 
 つきましては、日々、エイズ対策に関わられている各県及び保健所政令市のご担当者さまに、本
件の実施について、ご連絡をさせていただきました。 
本研究の具体的な流れは、本研究班作成の郵送検査専用のWEBサイトから、検査キットの申し

込みを行い、委託した事業者（株式会社アルバコーポレーション）から送付、受検者が採血した血
液ろ紙を返送し、検査結果は、専用WEBサイトで受検者のみが確認できる体制をとっております。
（別紙参照）本検査で陽性となった受検者には、確認検査を受けることができる医療機関を紹介し、
その後の治療につなげることとしています。そのため、皆様にご負担をおかけすることはございま
せん。 
 検査キットの申込受付は令和 3年 12月 1日から令和 4年 1月 11日まで、検体の返送期限は 1月 31
日までで、配布予定数は、北陸、北東北とも 250キットです。その内陽性判定が出るのは、多くて各 2
～3件程度と想定しています。（昨年度は 0件） 
 なお、本研究のデータ等、結果がまとまりましたら、後日、ご報告をさせていただきます。 
 本研究の趣旨をご理解いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 
 
 
 
 

本研究に関する問い合わせ先 
研究代表者：東京都立駒込病院感染症科 今村顕史 
担当：堅多（カタダ） 

Email：katadaa@cick.jp 
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